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昭和54年度の海外関係業務をふり

かえって

海外地質調査協力室

OverseasGeo1ogyO舶｡e

地質調査所が行っている海外関係業務としては海外

地質調査協力室が行っている業務(専門家派遣国際会議

共同研究在外研究調査団等に対するフォロｰ国際機関と

の研究協力の推進海外研修員の受入れ及び資料整備等)以外

に資料室及び標本室で行っている資料交換並びに各研究

部課で行っている研究成果の交流等がある.ここでは

従来どおり発展途上国に対する技術協力国際機関と

の協力等を中心として海外地質調査協力室が担当ある

いは関係している業務について概要を述べる.

先進諸国の国際的研究組織との協力発展途上国に対

する技術協力の要請は年とともに国の内外から強くた

りつつある.これらの情勢に対応して地質調査所は

海外地質調査協力室を窓口として積極的に活動範囲の

拡大と充実につとめている.当室は関係部課の協力の

もとに発展途上国に対する専門家の派遣集団並びに

個別研修員の受入れを行うとともに先進諸国の関係研

究機関並びに国際機関との協力を行っている.

過去10数年にわたり各国に派遣された専門家によって

示された業績並びに受入れた共同研究員及び研修員な

どにより当所に対する各国関係機関の評価が高まり

先進国の研究者との共同研究の実施関係機関要人の来

訪専門家の派遣要請研修参加希望者の増加及び国際

会議への積極的な参加要請等いずれも年とともに発展を

示している.毎年開催されている2つの集団研修コｰ

スは今年は第13回を終了しこの間に受け入れた研修

員の数は271名に達しそれらの出身国はアジア中近

東アフリカ及び中南米等の35ヵ国に及んでいる.昨

年度はとくに顕著な技術協力テｰマとして地下水開発

が挙がったが今年度も引続いて地下水開発関係の技

術協力は活発であった.今年度の個別研修員受入れは

白嶺丸乗員3名地熱開発3名地下水開発2名であっ

た.

1在外研究･共同研究

今年度の在外研究員は合計11名でこれらの内訳は

4大学並びに7国立地質研究機関である.研究目的

在外研究機関研究期間及ぴ経費負担機関名等は第1表

にみられるとおりである.

共同研究員としては第2表にみられるとおり米国

フィリピン及びチリからそれぞれ1名の参加があった.

米国ロスアラモス研究所のW･LムUG肌IN博士は工業

技術院サンシャインプロジェクトの流動研究員として来

目地殻熱部において高温岩体熱資源について共同研究

を行った･フィリピン鉱山局A1exanderLム｡A珊岨｡氏

は国際研究鵜力(ITIT)の特別研究として実施されて

いる東南アジア地域の地質構造に関する研究に関し

物理探査部並びに秋田大学において共同研究を行った.

またチリ地質調査所Ca･1osUムBIKs酬氏は同じく

ITIT特別研究で今年度から実施している乾燥地域の

銅･鉛･亜鉛鉱床探査法の研尭に関し鉱床部において

共同研究を行った.

2国際研究協カ

ユ業技術院による国際研究協力(IT正丁)の特別研究の

1つとして東南アジア地域地質構造の研究が取り上げ

られ第1次計画として昭和48年度から4ヵ年計画でイ

ンドネシア地質調査所とジャワ島の地質構造について

共同研究を実施し昭和51年度にその研究を完了した.

第2次計画として昭和52年度から4ヵ年計画でフィ

リピン鉱山局と空中磁気探査デｰタの処理と解釈による

地下構造の共同研究を開始した.なおこの研究に関

する基礎資料の充実をはかるため国際協力事業団の派

遣専門家による技術協力もあわせて実施されるよう計

画されている.

日本一フィリピンｰインドネシア地域を形成する島弧

系列は東アジア大陸の前縁にあたり地質構造発達吏

の解明及び鉱物資源賦存可能地域として地球科学的に興

味ある地域である･第1次計画においては重力デｰ

タによりインドネシアのジャワ島を中心とする地域の地

質構造を明らかにした.第2次計画においてはフィ

リピンのルソン島及びその周辺地域を対象とし空中磁

気探査デｰタの処理解釈及びそれらに関連する調査研

究を実施し同地域の地質構造の解明及び鉱物資源賦存

地域の予測を行う予定である.今年度フィリピンで

はマニラ周辺サンバレス地域の地質概査と主要な岩石�
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策1表

在外研究

目的

在外研究機関

氏名

期間

経費

放射化分析�米国シカゴ大学�田中剛(技術部)�53.5.26～55.5.25�シカゴ大学

同位体地球化学�カナダアルバｰタ大学�佐々木昭(鉱床部)�53.8.4～54.8.4�アルバｰタ大学

塊状硫化鉱床�米国ペンシルベニア大学�古宇刷亮一(鉱床部)�5411.3～55,1.2�ペンシルベニア大学

人1■1(アラスカ)�米国地質調査所�小野晃司(地質部)�54.6.11～54.6.30�米国地質調査所

花開耕関連鉱床�韓国地質資源研究所�佐藤興平(鉱床部)�54.7.11～54.8.29�文部省科研費

高温措体からのエネルギｰ舌舳�米国カリフォルニア大学�川村政和(地殻熱部)�54.8.31～54.10.12�

�ロスアラモス研究所���工業技術院

乾燥地域の金属探査法�チリ地質調査所�石原舜三(鉱床部)�54.11.3～54.12.16�ITIT

物理探査�米国地質調査所�村上裕(物理探査部)�54.12.12～56,12.11�国際協力事業団

����(長期研修)

空中磁気探査�フィリピン鉱1⊥1局�駒丼二郎(物理探査部)�55.1.22～55.2.9�ITIT

〃�フィリピン鉱山局�藤井敬三(燃料部)�55.1.22～55.3.8�IT工丁

石油地下備蓄�デンマｰクフィンランド�星野一男(燃料部)�55.2.8～55.3.9�

�スウェｰデンノルウェイ���科学技術庁(中期)

第2表

共同研究

国籍

米国

フィリピン

チリ

研究題目

高温岩体からのエネルギｰ抽出

空中磁気探査デｰタの処理･解釈

乾燥地域の金属鉱床探査

氏名

W.LAUG肌IN

�數慮�牌����

�������

所属

ロスアラモス研究所

鉱山局

地質調査所

期間

54.7.21～8.4

54.9.6～11,2

55.1.20～3.31

経費

工業技術院

サ:■シャイン

��

��

磁気異常のチェックを行い更に空中磁気図によるノレソ

ン島北部の解析を共同で実施した.日本ではノレソン島

中･北部の岩石の磁性測定を行い空中磁気図の解析結

果から地質構造の広域的考察と金属鉱床探査にとり重

要地域の抽出を行っている.

同じくITITプロジェクトとして今年度から4年

計画で乾燥地域における銅･鉛･亜鉛鉱床探査法の研

究をチリで始めた.南米西部の山岳地帯は銅･鉛･亜

鉛が非常に濃集している地域であって特にチリ中部は

世界で最も重要恋鉱床密集地域であるが極めて乾燥し

た地域であって通常の地域で用いられている探査方法

では効率のよい鉱床探査は出来荏い.従ってこの

地域に適した探査方法の開発は大きく資源開発に貢献

するものである.今年度の在外研究ではアントファ

ガスタとサンチャゴの間の調査に主力を注ぎ花南岩･

マントウ型銅ならびに鉄鉱床･斑岩銅鉱床などを調べ

研究用試料200個以上を採集した.国内研究では採

取した試料の分析･硫黄同位体測定などを行った.な

おこの共同研究の推進および今後の計画を討議するた

めチリ地質調査所長pau1S畑As博士を研究管理者と

して工業技術院が昭和55年1月8目から12日間わが国

に招へいし今後の研究計画について双方が合意に達し

た.

環太平洋マップ･プロジェクトは1973年に発足し

翌年に設立された環太平洋エネノレギｰ鉱物資源理事会

(Circum-Paci丘｡Co㎜ci1forEnergyandMinera1Resources)

の事業の1っとなったが実質的に米国地質調査所が全

体の運営に当っている.このプロジェクトの目的は

地質･地質構造及びエネノレギｰ･鉱物資源に関する情

報を収集して1,000万分の1及び2,000万分の1の地

図にまとめるとともに可能匁かぎりデｰタの標準化と

コンピュｰタｰ化を促進することである.

このプロジェクトでは環太平洋地域を4つのクオド

ラントと南極に分け5つの区域にそれぞれのパネルが

設立されその地域の地図編集にあたっている.この

うち極東ソ連からインドネシアに至る北西クオドラン

ト･パネルの議長を資源開発大学校西脇親雄理事長副

議長を野沢保地質部主任研究官がつとめている.パネ

ルメンバｰとして国内では当所関係部課をはじめ

東京大学神戸大学石油公団技術開発センタｰ及び

石油資源開発株式会社から関係者が参加し国外では

関係国の地質調査研究機関国連機関及び東南アジア

石油探査会(SEAPEX)から関係者が参加している.�
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策3表
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技術協力

花外研究

受入研修員

その他渡航

技術協力

在外研究
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その他渡航

技術協力

在外研究

受入研修員

その他渡航

技府協力
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受入研修員
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昭和54年5月米国地質調査所(メンロｰ･パｰク)に

おいて第5回パネノレ議長会議が開催されわが国から

北西クオドラント･パネル議長と副議長が出席した.

さらに昭和54年10月バンドンで開催されたCCOP第

16回会合の際に北西クオドラント･パネノレ会含が開か

れ西脇議長のほか当所より嶋崎海外地質調査室長(CC

OP目本政府代表)及び井上英二課長(CCOP特別顧間)

が出席した.この会合でCCOPに初めて参加した中

国代表団は当マップ･プロジェクトに大きた関心を示

し参加の方向で検討する旨表明した.また昭和55年

11月米国地質調査所(レストン)で開催された21世紀

の資源に関する国際シンポジウムの際参加した西脇

議長と嶋崎室長は米国地質調査所ならびに他の国から

の参加者と各種地図の編集･検討について非公式に会

談した.

北酉クオドラント･バネルの今年度の活動は各種の

首題図の全区域の原稿図の作成とそれらの検討に主力

がそそがれた.

地質図については野沢副議長の作成した陸域の各国

による検討カミ終り特にソ連極東部については第14回

太平洋学術会議がハバロフスクで開催された際出席し

た野沢副議長がソ連パネノレ委員と会議した結果を採り入

れた修正をした｡海域の表層地質に関してはラモン

トドハｰティ地質研究所が全面的に責任を負う事に衣

った.出来上った原稿図の北西太平洋の部分について

は当パネルでチェックし必要あればボｰリングのデｰ

タなどを加える予定である.

従来の計画にはたかったがプレｰト活動図を早急に

作成出版する事になり東大地震研究所上田誠也教授が

プレｰト境界･プレｰト運動ベクトル次どを担当し野

沢副議長が陸域の主要な構造線などを記入して原稿図を

完成した.�
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この図は昭和55年前半に出版の予定である.

東および南アジアの鉱床生成図は1960年代中頃当時

のエカフェ(現エスキャップ)の鉱物資源課の事業として

500万分の1の縮尺で当時のエカフェ地域である東

は朝鮮半島～目本から西はイラン北はモンゴノレから

南はインドネシァに至る地域をカバｰするものとして計

画された.これは当時既に編集の進んでいた地質図

･地質構造区分図･鉱物分布図･石油天然ガス図などの

地図シリｰズの1つとして計画されこの鉱床生成図の

総編集責任は目本の地質調査所が負う事になった.

この地図の地質庸報として地質構造区分図を用いる事

になっており同図の編集が種々の事情で遅れたため現

在に至った.地質図･鉱物分布図･石油天然ガス図は

エスキャップから出版された.

その間国際地質学連合の下部機構である世界地質

図委員会が⊥972年にアジァ支部を設立しインド地質調

査所長が支部委員長に任命された.この際地質図の

改言丁･地質構造区分図と鉱床生成図などの比較的基礎的

な地図類はエスキャップからCGMWの事業に移され

た.これには当時相当杜異論もあった様でありエス

キャップ事務局とCGMW事務局の間に感情的な対立

を生じ協力態勢が整わず作業の進捗に影響を与えた.

昭和53年にバンコクで開かれたCGMW会議で当時の

嶋崎エスキャップ鉱物資源課長とデラニｰCGMW事務

局長との間で双方が協力し合う合意が出来報告書に

もその旨記載され一応の態勢は整った.

目本地質調査所はこの地図作成の準備を進め鉱床部

に併任されている兼平慶一郎千葉大学教授を編集担当者

とし作業の進歩をはかった.アジアの構造区分図の

原稿図がインド地質調査所RAY博士の手によって1978�
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年にほぼ完成し最終手直しの段階に達しており後述

のアジアの鉱床シンポジウムの機会に外国参加者との討

議を行い原稿図完成に近づいた.本年7月開催予定の

万国地質学会に展示出来るよう原稿図作成に努力中で

ある.

3国際シンポジウム

工業技術院の国際シンポジウム事業の1つとして｢ア

ジアの金属鉱床シンポジウム｣が地質調査所で昭和55

年1月22目から29目の間開催された.海外からはアジ

アの7ヵ国から8名の報告者があり日本からの報告者

と合わせて約30名の参加者があった.これによって

アジア地域の鉱床生成にっいてとりまとめがなされプ

ロシｰディンクは近いうちに出版される予定である.

このシンポジウムの詳細は本誌6-13頁を参照されたい.

4海外研修験の受け入れ

国際協力事業団が計画する集団研修及び個別研修並

びに国際機関の要請による個別研修を実施した.

沿海鉱物資源探査及び地下水資源開発の2つの集団

研修は今年でいずれも第13回を終了した.個別研修

は8名を受け入れその内3名には海洋地質調査船白嶺

丸による船上実習に重点がおかれた.3名には地熱開

発2名には地下水開発の研修を実施した.

沿海鉱物資源探査集団研修コｰスは10ヵ国から11

名の研修員(第4表参照)を受け入れ昭和54年5月2目

から10月31目までの6ヵ月間実施された.今年度は

10月から地質調査所の筑波移転が始ったため例年の7

ヵ月を1ヵ月短縮せざるを得なかったのである.この

コｰスの目的は海底鉱物資源主として石油鉱床の探査

に関する基礎知識を与えるため物理探査に重点がおか

れている.講義及び室内実習は主として当所東京分室

の研修室において行われこのほか海洋地質調査船白嶺

丸による船上実習並びに地質巡検旅行が実施され最

後に各研修員から技術報告書が提出された.更に昭和

52-53-54年度の研修で作成した駿河湾北部の空中磁気

図が国際協力事業団から出版された.

地下水資源開発集団研修コｰスは8ヵ国から10名の

研修員(第5表参照)を受け入れ昭和54年7月19目から

11月9目までの4ヵ月間実施された.このコｰスの目

的は地下水の探査･開発及び管理についての基礎知識

を与えることである.室内講義は主として国際協力事

業団東京国際研修センタｰにおいて行われこのほか

測定記録解析など研修員自身が行う野外実習と地

質巡検旅行を実施した.野外実習の結果は研修員自ら

がとりまとめ技術報告書として提出された.

個別研修はクック諸島1名フィリピン1名カタ

ｰノレ2名サモア1名タイ3名計8名である.

5専門家派遣

昭和54年度に国連の要請コロンボ計画等による日

本政府が国際協力事業団を通じて行っている技術協力な

どで発展途上国における地下資源開発のための調査･

研究･技術指導などに従事するため海外に派遣された地

質調査所の専門家は第7表の通り33名である.

この内長期派遣者は15名であり国連2名メキシコ

1名マレｰシア1名トノレコ3名サウジアラビア1

名チリ2名ケニア1名ネパｰノレ3名モロッコ1

名である.この内メキコ派遣中の竹岡英夫主任研究官

1.池下水資源開発集団研修閉溝式

(昭和54年11月5目)�
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策4表

沿海鉱物資源探査集団研修

国籍

所属

バングラデシュ�E1ahiMIA�GeoPhysicistPetrobangla

インド�BhagwanS畑AY�Geo1ogistOi1andNatura1GasCommission(ONGC)

インドネシァ�BambangDwIYANT0�Geologi昌tGeologica1ResearchandDeve1opmentCenter

〃�GinaganHarahaPTUA�GeologistDirectorateGene正a1o壬Petro1euInandNaturalGas

イラン�KamalGHANNADI�GeoPhysicistNationa1Ir舳ian〇三1CoInpany

韓国�KeunPi1P畑K�GeoPhysicistKore旺ResearchIns砒uteofGeoscienceand

���牡�����

マレｰシア�HamzahYUNUs�GeophysicistPetronasCarigaτ三Sdh,Bhd

ペノレｰ�MaxW皿皿REDoBenavidesVmLAG0MEz�GeologistPetroleosde1Refu

フィリピン�Vo1taireM0NTEMAY0R�Geo1ogistPhilippineBureauofMines

タイ�PreechaLA0cHU�GeologistMineralResourcesDepartment

アラブ酋I長国連邦�Ah㎜edMohamedSaeedMAJm�Geo1ogistMinistryofPetro1eumandMinera1Resources

��AbuDhab丘

第5表

地下水資源開発集団研修

国籍

所属

�����■■■■■■

バングラデシュ�Md.Abdu1BATAN��Bang-adeshWaterDeve1op血entBoard��

バングラデシュ�Md.EjarUDDIN��BangladeshWaterDevelopm㎝tBoard��

エチオピア��Tesfa1idetT.HAIMAN0T�E出iopianWaterResourcesAuthority��

インドネシァ�S0EDARYムNTo��Gro㎜dWaterDeve-opm㎝tProj㏄t��

インドネシァ��IsmaraPa■dameanSmoMBIm�Gro㎜dWaterDevelopm㎝tProject��

イラク�MudharA1-NoURI���AdministrationofGroundwater,MinistryofInigation�

イラク��InamLouisNaoumSHAMAN��Admin五strationofGroundwater,M1nistrybfIrrigation�

ジヤマイカ��DavidGeorgeW且ITE��WaterResourcesDivision,Min1stryofLoca1GovemInent�

マリ�KarimDE皿BELE��DirectionHydrau1iqueetEnergie��

タンザニア��HenryJu1iysTEsHA��Geophysica1&ExplorationSecti㎝,Ministryo壬WaterEnergy&Minerals�

タイ��BongkotSム舳Nc肌I��N.E.Gro㎝dWaterExp1orati㎝&Developm㎝tCenter,Gro㎜dWaterDivision,Dept.ofMinera1Resour㏄s�

サウジアラビア��KhalidN.A1-HA舳MI�Dept.o{Product五〇n,Univ.ofRiyadh��

��第6表個別研修���

国籍�研修課｢1�氏名�所属�期間�経費

カタｰノレ�地下水開発�M.I.A1-MムNNAI�電気水利省�54.1.16～5.31�国際脇カ事業団

〃�''�A,A.A1-K人wAI�〃�''�〃

タイ�地熱探査�AmnuaychaiTImN冊､生sERT�鉱物資源局�54,5.22～5.31�国連

''�〃�TavisakdiRA皿HNGw0NG�チェンマイ大学�〃�〃

〃�〃�AsaBH0TIRUNGwIYAK0RN�電力庁�〃�〃

フfリピン�海洋地質調査�OctavioDAcLIsoN�鉱111周�54.7.12～9.11�〃(cCOP/EScAP)

クツク諾島�〃�A.UTANGA�測量局�55.1.7～2.7�UNESCO

サモア�〃�FaataiaMALELE�アビア観測所�55,2.12～3.11�〃

は54年12月に任期を完了して帰国した.短期派遣専門

家は国連3名(インドネシアフイジｰ南太平洋諾国

各1名)フィリピン2名ネパｰル4名アラブ首長

国連邦2名インドネシアマレｰシアタイ各1名

ケニア2名マリ!名スワジランド1名サウジアラ

ビァ1名の計18名である.これらの国連機関ならびに

長期派遣先の機関は次の通りである.

エスキャップ･アジア沿海鉱物資源共同探査調整委

員会(CCOP)(CommitteeforCo･ordinationofJoint

Prospecting壬orM五nera1ResourcesinAsianO脆horeAreas)

は1967年に設立されその加盟国は目本韓国フィリ�
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策7表

専門家の海外派遣及･び出張

胃的

派

遣先

氏名

期間

経費

鉱物資源調査�メキシコメキシコシティ鉱物資源審議会�竹田英夫(鉱床部)�48.12.12～54.12.11�国際協力事業団

地化学探査�国連(インドネシアESCAP/RMRDC)�伊藤司郎(技術部)�52.8.15～55.8.14�〃

鉱物資源調査�マレｰシアコタキナバノレ地質調査所�上野三義(鉱床部)�53.7,21～55.7.20�'1

鉱物資源調査�トルコMTA(鉱山局)�平野英雄(鉱床部)�53.9.28～55.9.27�〃

鉱物資源調査�〃〃�藤井紀元(鉱床部)�53.9.28～55.9.27�〃

地図作成技術指導�サウジアラビア石油鉱物資源省測量周�桑形久夫(技術部)�54.1.27～56.1.26�〃

空中磁気探査�フィリピン鉱山局�長谷川博(海外窒)�54.5.2～54.6.20�〃

水溶性天然ガス�ネパｰル地質調査所�本島公司(技術部)�54.5,9～54.6.8�〃

〃�〃〃�名取博夫(燃料部)�54.5.9～54.6.8�〃

〃�〃〃�永出松三(技術部)�54.5,9～54.6.8�〃

''�〃〃�滝沢文教(地質菩唾)�5415.9～54.6.8�〃

地一ド水開発�アラブ置長国連邦農林漁薬竹�小鯛桂一(環境地質部)�54.5.20～54.6.4�〃

鉱物資源調査�トルコMTA(鉱■ユ1刈)�矢島淳吉(北海道支所)�54.6.7～56.6,6�〃

空中磁気探査�フィリピン鉱山局�駒井二郎(物理探査部)�54.6.13～5{.7.12�〃

海洋地質技術協力�国連(インドネシアEsCAP/CCOP)�井上英二(海洋地質部)�54.9.8～54.9.20�〃

海洋地質技術協力�国連(フィｰジｰESCAP/CcOP/SOPAC)�嶋崎吉彦(海外室)�54.9.22～54.10.3�〃

海外実地研修�インドネシア･マレｰシア･タイ�上嶋正人(海洋地質部)�54.9.23～54.10.13�〃(中期研修

海洋地質調査�国連(フィｰジｰ･トンガ･西サモア�奥田義久(海洋地質部)�54.10.15～54.12.28�〃

�千�斗�������

地熱開発�ケニヤ地質調査所�本島公司(技術部)�54.10.22～54.1115�〃

海洋地質技術指導�国連(タイESCAP/CCOP)�長谷川博(海外室)�54.10.26～56.10.25�〃

地熱開発�ケニヤ地質調査所�馬場健三(地殻熱部)�54.12.3～55.2.27�〃

地下水開発�アラブ首長国連邦農林漁業省�黒田和男(環境地質部)�54.王2.11～54.12.25�〃

白嶺丸による南太平洋海域�南太平洋タヒチ�水野篤行(海洋地質部)�55.1.i2～55.3.11�地質調査所

〃�〃�中届征三(海洋地質部)�〃〃�〃

〃�〃�奥田爽久(海洋地質部)�〃〃�〃

''�〃�L鴫正人(海洋地質部)�〃〃�〃

〃�''�小野苛公児(技術部)�〃〃�〃

''�〃�松林修(地殻無音11)�〃〃�〃

地質層序･堆積�タfソンクラ人学�寺岡易司(地質音11)�55.2.5～55.4.24�国際協力事業団

地熱開発�ケニアエネルギｰ省�本島公司(技術部)�55.2.18～58.2.17�〃

岩石学�チリノルテ大学�沢村孝之助(海外室)�55.3.1～57.2.28�〃

地下水開発�マリエ業開発･観光省�村下敏夫(環境地質部)�55.3.7～55.3.20�〃

石炭調査�スワジランド産業･工業･観光省�佐藤良昭(地質部)�55,3.12～55.3.28�''

鉱物の物理分析�チリ中央冶金研究所�遠藤祐二(鉱床部)�55.3.16～56.3.15�〃

沿岸地図作成�サｰウジアラビア測量局�本座栄一(海洋地質部)�55.3.25～55.4.13�〃

地質調査�ネパｰル鉱山地質局�平山次郎(地質部)�55.4.5～56.4.4�〃

鉱床調査�〃�吉井守正(鉱床部)�〃〃�〃

地質調査�〃�中1鳴輝充(鉱床部)�〃〃�''

鉱床調査�モμツヨ鉱物資激闘発公糺�高,島清(鉱床部)�55.4.5～58.4.4�〃

〃(中期研修)�
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ピンベトナムカンボジア･ニュｰギニア及び太平洋

信託統治国諸島の!0ヵ国でその事務局はバンコクに置か

れている.この委員会の主要な業務は加盟国周辺大

陸棚の鉱物資源開発の促進･援助であって基礎的抵地

質構造調査から資源探査まで幅広く活動している.わ

が国は委員会の設立当初から積極的に協力し事務局に

対して技術専門家の派遣技術報告書の編集･印刷集

団研修の実施域内国に対する専門家の巡遣CCOPプ

ロジェクトの実施及び現金拠出などを行い委員会にお

ける先導的な役割を果している.

事務局に技術スタッフとして派遣されている専門家は

事務局設立以来継続して国際協力事業団の経費により

当所からほぼ2年の任期で現在派遣されている海外地

質調査協力室長谷川博主任研究官を含めて7名である.

技術報告書(T･･hni･･1Bu11･tin)は1968年に出版された

第1号以来当所でその編集･印刷･出版が行われてお

り現在第12号まで出版済みである.なおこの他に事

務局は委員会会議議事録(技術報告を含む)ニュｰス

レタｰ技術資料などを印刷出版し一般の利用に供して

いる.

エスキャップ･地域鉱物資源開発センタｰ(RMR巫

C)(Regiona1Minera1ResourcesDeve1opmentCenter)は

1973年に設立されその事務局はバンコクからインドネ

シアのバンドンに1979年7月に移転した.事務局に

は日本西独国連から技術専門家カミ派遣され当所

からは設立以来地球化学専門家が国際協力事業団の経費

で派遣されており現在技術部伊藤司郎主任研究官が派

遣され域内国の諮問サｰビスに当っている.当所前

海外地質調査協力室長佐野凌一博士が当センタｰ次長と

して1979年5月より勤務している.叉1980年にはイ

ギリスフィンランドオｰストラリア米国抵どから

も専門家が派遣される予定である.

センタｰの業務はエスキャップ域内の資源開発促進

と国立地質鉱物資源調査研究機関の技術的レベルアップ

であって域内国の要請に床じセンタｰの所属する専

門家を派遣すると同時に地域的プロジェクトの実施を

計画している.

エスキャップ･南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整

委員会(CCOP/S0里AC)(CommitteeforCo-ordinationof

JOintProspectingforMinera1ResourcesinSouthPaci丘｡

A･…)は1972年に設立以来毎年1回メンバｰ国

技術顧間国際機関の代表などによる会合を開催している.

そのメンバｰ国は英領ソロモン群島クック諸島フィ

ジｰトンガニュｰジｰランドパプア･ニュｰギニ

ア及びサモア等の南太平洋の諸国である.

委員会はその事業の1っとして海洋調査船による域

内国を含む南太平洋海域の海洋地質調査及び技術研修

を実施している.この調査･訓練航海をするにあたり

昨年度に引続き今年度もわが国に海洋地質専門家の派遣

を要請してきた.今年度も当所から海洋地質部奥田義

久技官が10月中旬から約2ヵ月半の航海に参加し海洋

地質調査並びに研修員の訓練を実施した.

トルコ･鉱物調査開発研究所(MTA)は首都アンカ

ラにあり昭和41年にはじめて当所から炭田調査の専門

家がトノレコ政席の経費で派遣され引続き昭和44年から

国際協力事業団の経費により金属鉱床探査地質構造

及び岩石学の専門家が当所及び民間業界から派遣され

常時2～4名がMTAに駐在している.

前任者の交代として非金属鉱床専門家の

鉱床部藤井紀之主任研究官及び金属鉱床専

門家の鉱床部平野英雄主任研究官がいずれも

昭和53年9月に2ヵ年の任期で派遣され54

年6月にはさらに当所から金属鉱床専門の北

海道支所の矢島淳吉主任研究官が2ヵ年の予

定で派遣された.

メキシコ･鉱物資源審議会(CR雌)には

鉱床部竹田英夫主任研究官が国際協力事業団

派遣専門家として48年12月から引続いて派

遣されて各地の鉱床探査及び技術指導に

従事していたが･昭和54年12月に任期を完了

して帰国した.

2.沿海鉱物資源探査集団研修閉講式(昭和5室年)�
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策8表

国際会議出席

会議名

開催地

期間

出席者

活動

経費

環太平洋マッププロジェクト�米国カリフォルニア州メンロｰバｰク�54.5.2～5.互�野沢保(地質邦)�副議長�米国地質調.査所

第5回パネル議長会議�����

太平洋学術会議第14回�ソ連ハバロフスク�5{､8.12～9.1�野沢保(地質部)�論文発表�科学技術庁

国際岩のプJ学会第4回�スイスモントルｰ�54,911～9.8�小1H仁(環境地質部)�論文発表�科学技術庁

エスキャップ･アジア沿海鉱物�インドネシアバンドン�54.9.9～9.18�鴫崎吉彦(海外室)�政府代表�通産省

資源共同探査調整委員会�����

(CCOP)第16回�����

〃�''〃�〃�井｣1英二(海洋地質部)�特別顧間�国際協力事業団

エスキャップ南太平洋沿海鉱物�フイジｰスバ�5{.9.24～!0.2�嶋崎吉彦(湖外室)��国際協力事業団

資源共同探査調整委員会�����

(ccOP/soPAc)第8回�����

国際シンポジウム｢21世紀の�米国バｰジニア州レストン�54.10.14～10,19�嶋崎吉彦(海外室)�ディスカショ�科学技術庁

資源｣����ンリｰダｰ�

国連･再生エネルギｰ会議･地�米国ニュｰヨｰク布�54.12.8～12.14�高,島勲(地殻熱部)�専門委員�国連

熱エネルギｰ分野検討委員会�����

天然資源開発利用に関する�米国カリフォルニア州メンロｰバｰク�55.3.10～3,14�人1刊エ北一郎(海洋地質音11)�日本音1…会長�工業技術院

目来会議(U]NR)海底地質�����

部会特別会議�����

サウジアラビア･宿泊鉱物資源省は日本･サウジア

ラビア技術協定にもとづき国土基本図作成プロジェクト

を推進するにあたり昭和50年度及び51年度の2度に

わたりわが国から派遣された実行計画調査団と協議を

重ねこのプロジェクトを実施するはこびに狂った.

海外地質調査協力室桑形久夫技官は2度にわたる上記

実行計画調査団に参加し昭和54年1月からはプロジェ

クト実施のため他の測量専門家とともに国際協力事業

団派遣専門家として2ヵ年の予定でリヤドにある写

真測量局に派遣された.

6国際会議

昭和54年度に地学･鉱物資源関係の国際会議や学会が

海外で多く開かれたが当所所員は第8表に示す様に

公務として8会議に出席して活動した.この内訳は

国連関係会議3件国際学会3件政府間会議と地域会

議それぞれ1件である.

当所所員が出席しなかったが継続的な協力関係があ

って参加を要請された国連関係会議としてっぎの2

会議が開催された.エスキャップ第6回天然資源委員

会は鉱物資源を主題としタイのバンコクで昭和54年10

月30目～11月5目の間開催された.エスキャップ･地

域鉱物資源開発センタｰ(RMRDC)管理理事会第2回会

合は昭和54年11月7目～9目の間バンコクで開かれた.

おわりに今後の海外業務について一言述べれば55年

度はITIT特別研究では前年度からの2プロジェクト

を継続するとともに｢タイ国地熱エネルギｰ開発研究｣

と｢リモｰトセンシングによる地質構造の研究｣(韓国)

を新しく始めまた諾先進国との研究協力も拡充を準

備中であって地質調査所の海外調査研究は着実に発展

しつつある.

3.フィジｰ鉱物資源局

4.パプア鼻ユｰギニア地質調査所�


